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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で下落しました。
前週末に大幅に上昇していたため、利益確定目的の売りが優勢となったこと
などから週初は下落しました。国内企業の７～9月期決算が終盤となるなか、
好決算銘柄への物色買いが相場を支えたものの、節目となる28,000円を超え
る場面では利益確定売りも出やすく、週末まで小動きとなりました。
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≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前週末比で横ばいとなりました。
週初は、FRBのウォラー理事のタカ派（金融引き締め推進派）的な発言で積
極的な利上げの継続が意識され週初は下落しました。その後は、大手小売業
や半導体企業の決算や、FRB高官の発言を睨みながら売り買いが交錯し、週
末まで方向感の乏しい展開となりました。

４）外国為替市場≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で横ばいとなりました。
前週末に欧州主要国の長期金利が上昇した流れを受け、週前半は上昇基調と
なったものの、その後は、米連邦準備制度理事会（FRB）による利上げペース
が鈍化するとの思惑や、FRB高官の利上げの継続に前向きな発言を受け、週末
まで一進一退となりました。

5）今週の見通しについて

米ドル/円相場は、前週末比で円安米ドル高となりました。
FRBのブレイナード副議長が利上げペースを鈍化させることが適切との見解
を示したことから、週初は日米金利差の縮小を見込む円買い米ドル売りが強
まったものの、その後、セントルイス連銀のブラード総裁が利上げの継続に
前向きな発言をすると、週末にかけて円売り米ドル買いが進みました。
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３）米国の株式市場
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出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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10月の米消費者物価指数が前月から低下し、FRBが積極的な利上げを緩和
するとの見方が広がるなか、株式市場は経済指標やFRB高官の発言を睨みな
がら一進一退となっています。
米国中間選挙では、上院は民主党の多数派維持が確定しました。一方、下
院では共和党の獲得議席が過半数に達し、多数派を獲得しました。共和党が
民主党に大差をつけて過半数を上回るとの見方が大勢を占めていたものの、
想像以上に接戦となり、民主党との差は僅差となりました。下院を失ったこ
とでバイデン大統領は政策実行が難しくなり、求心力が低下する可能性があ
るとの見方もあることから、今後の政策運営に市場の注目が集まるものと思
われます。
国内外の企業の決算発表が終わり、材料難のなか、今週は、11月の米連邦
公開市場委員会（FOMC）の議事要旨に注目が集まりそうです。内容が市
場の想定よりもタカ派的と捉えられた場合には、FRBによる積極的な利上げ
の継続が意識され、株式市場は下落することも予想されます。
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

＜設定・運用＞

【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的とするものでは

ありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。
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